
１ 職員の任免及び職員数等に関する状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年４月１日現在） 

区分 

  部門 

職員数 
対前年 

増減数 
主な増減理由 令和７

年 

令和６

年 

普
通
会
計
部
門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議会 8 人 8 人 － 人  

総務 
130 人 

（－人） 

133 人 

（1人） 

▲3 人 

（▲1人） 

事務職員の欠員及び育休代替任期付職

員の任期満了による減 

税務 
30 人 

（－人） 

31 人 

（2人） 

▲1 人 

（▲2人） 

事務職員の欠員及び育休代替任期付職

員の任期満了による減 

民生 
105 人 

（7人） 

106 人 

（7人） 

▲1 人 

（－人） 
事務移管による減 

衛生 
58人 

（2人） 

53人 

（3人） 

5 人 

（▲1人） 
業務増及び事務移管による増 

労働 － 人 － 人 － 人  

農林水産 
8 人 

（1人） 

8 人 

（1人） 

－ 人 

（－人） 

 

商工 13 人 15 人 ▲2 人 課の統合及び事務移管による減 

土木 67 人 63 人 4 人 業務増及び欠員補充による増 

計 
419人 

（10人） 

417人 

（14人） 

2 人 

（▲4人） 

〈参考〉 

人口１万人当たりの職員数 51.12人 

(類似団体の人口 1万人当たり職員数 51.25人) 

教育部門 
53 人 

（－人） 

53 人 

（1人） 

－ 人 

（▲1人） 
 

消防部門 131人 129人 2 人 業務増及び欠員補充による増 

小計 
603 人 

（10人） 

599 人 

（15人） 

4 人 

（▲5人） 

〈参考〉 

人口１万人当たりの職員数 73.04人 

(類似団体の人口 1万人当たり職員数 73.01人) 

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

下水道 11 人 11 人  － 人  

その他 
36人 

（1人） 

32人 

（2人） 

4 人 

（▲1人） 
欠員補充による増 



小計 
47 人 

（1人） 

43 人 

（2人） 

4 人 

（▲1人）  
 

合 計 

650 人 

（11人） 

[661人] 

642 人 

（17人） 

[661人] 

8 人 

（▲6人） 

[－人] 

〈参考〉 

人口１万人当たりの職員数 78.76人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、臨時又は会計年度任用職員を除い

ています。 

   ２ ( )内は、育児休業代替任期付職員数を外数で表しています。 

   ３ 類似団体の人口 1万人当たり職員数は令和６年４月１日現在の数値です。 

４ [ ]内は、条例定数の合計です。 

 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在） 

 

区分 20歳 

 

未満 

20歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

27歳 

28歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

43歳 

44歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 

 

以上 

計 

7年度 

職員数 
3人 36人 78人 82人 84人 63人 70人 52人 40人 70人 42人 18人 638人 

5年前 

職員数 
10人 36人 65人 91人 68人 60人 45人 60人 73人 57人 55人 5人 625人 

 



① 全職員の平均年齢（各年４月１日現在） 

（単位：歳） 

区 分 令和７年 令和６年 

平均年齢 ３９．１ ３９．１ 

 

(3) 職員数の推移 

 

 

（単位：人・％） 

年度 

部門別 
２年 ３年 ４年  ５年  ６年  ７年 

過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 428 417 416 435 431 429 10(2.39％) 

教育 46 48 47 54 54 53 8(17.78％) 

警察 0 0 0 0 0 0 0(－％) 

消防 126 128 129 130 129 131 4(3.15％) 

普通会計計 600 593 592 619 614 613 22(3.72％) 

公営企業等会計計 40 41 42 44 45 48 9(23.08％) 

総合計 640 634 634 663 659 661 31(4.92％) 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 

 



(4) 一般行政職の級別職員数の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 

 

８級 

 

 

７級 

 

 

 

６級 

 

 

 

 

 

 

５級 

 

 

 

４級 

 

 

３級 

 

 

 

２級 

 

 

 

１級  

標準的な職務内容 

 

部長又はこれに相当する職務 

 

 

参事又はこれに相当する職務 

 

 

 

課長及び総括主幹又はこれに相当

する職務 

 

 

 

 

 

主幹及び副主幹又はこれに相当す

る職務 

 

 

主査の職務又はこれに相当する職

務 

 

主任主事の職務又はこれに相当す

る職務 

 

 

主事の職務又はこれに相当する職

務 

 

 

主事補の職務又はこれに相当する

職員数 

 

11人 

 

 

13人 

 

 

 

38人 

 

 

 

 

 

 

85人 

 

 

 

22人 

 

 

77人 

 

 

 

91人 

 

 

 

61人  

構成比 

 

2.8％ 

 

 

3.3% 

 

 

 

9.5% 

 

 

 

 

 

 

21.4% 

 

 

 

5.5% 

 

 

19.3% 

 

 

 

22.9% 

 

 

 

15.3%  

職名 

 

部長 

事務局長 

 

会計管理者 

参事 

事務局長 

 

課長 

所長 

室長 

次長 

園長 

担当課長 

総括主幹 

主幹 

副園長 

副主幹 

 

主査 

 

 

主任主事 

主任技師 

社会福祉主事 

 

主事 

技師 

社会福祉主事 

 

主事 

人数 

 

10人 

1人 

 

1人 

11人 

1人 

 

25人 

2人 

1人 

2人 

3人 

1人 

4人 

65人 

3人 

17人 

 

22人 

 

 

61人 

8人 

8人 

 

73人 

13人 

5人 

 

56人 



職務  技師 

社会福祉主事 

2人 

3人 

（注） １ 綾瀬市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。（消防

職・税務職・福祉職等を除く。） 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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(5) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和７年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

               
           綾瀬市 （R７） 

国家公務員 （R７) 

令和７年４月１日時点 

国 10級（特に重要課長） 

国９級（課長） 

国８級（困難室長） 

国７級（室長） 

市８級（部長） 

市７級（参事） 

昇  給 

（百円） 

給 

料 

月 

額 



(6) 昇給への勤務成績の反映状況 

令和 6年 4月 2日から令和 7年 4月 1日ま

でにおける運用 
管理職員 一般職員 

○イ．人事評価を活用している   

 
活用している昇給区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 〇 〇 〇 〇 

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）     

ロ．人事評価を活用していない   

 活用予定時期   

 

(7) 採用者の状況 

① 職種別・採用方法別職員数 

採用方法には、試験による採用と選考による採用とがあります。 

    試験採用については、例えば、行政職の１次試験は、教養・適性及び集団面

接試験、２次試験及び３次試験は個別面接試験を主な内容としています。 

    選考採用については、行政職及び技能労務職の選考は勤務成績・面接を主な

内容としています。 

（単位：人） 

区   分 
令和６年度 令和５年度 

試験採用 選考採用 計 試験採用 選考採用 計 

行政職 
計 15 18 33 17 34 51 

うち女性 3 15 18 12 20 32 

行政福祉職 
計 4 0 4 3 0 3 

うち女性 4 0 4 0 0 0 

土木職 
計 1 0 1 3 0 3 

うち女性 0 0 0 0 0 0 

建築職 
計 0 0 0 2 0 2 

うち女性 0 0 0 1 0 1 

電気職 
計 0 0 0 1 0 1 

うち女性 0 0 0 0 0 0 



機械職 
計 0 0 0 0 0 0 

うち女性 0 0 0 0 0 0 

保健師職 
計 0 1 1 1 0 1 

うち女性 0 1 1 1 0 1 

栄養士職 
計 1 0 1 2 0 2 

うち女性 1 0 1 2 0 2 

保育職 
計 0 3 3 3 6 9 

うち女性 0 3 3 3 6 9 

消防職 
計 2 0 2 4 3 7 

うち女性 0 0 0 1 0 1 

技能労務職 
計 0 0 0 0 1 1 

うち女性 0 0 0 0 0 0 

計 
計 23 22 45 36 44 80 

うち女性 8 19 27 20 26 46 

（注）１ 臨時及び会計年度任用職員は含みません。 

   ２ 選考採用には、指導主事、再任用の短時間勤務職員を含みます。 

   ３ 職種には、行政職（指導主事を含む。）、土木職、電気職、保健師職、保育

職、消防職、技能労務職などがあります（育児休業代替任期付職員を含む。）。 

 

② 令和５年度採用試験実施結果 

（単位：人） 

職 種 
試験 
区分 

受験者数 
１次 

合格者数 
２次 

合格者数 
３次 

合格者数 
最終 

合格者数 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

行 政 大学卒 121 48 47 26 19 13   17 11 

行 政 

[障がい者] 

大学卒 5 1 － － － －   － － 

高校卒 1 1 － － － －   － － 

経験者 2 0 1 0 － －   － － 

行政福祉 大学卒 6 3 3 1 2 1   1 1 

行政福祉 

（通年） 

経験者 

(第 1回) 
3 0 2 0     2 0 

経験者 

(第 2回) 
0 0 － －     － － 

経験者           



 

 

③ 令和６年度採用試験実施結果 

（単位：人） 

(第 3回) 

経験者 

(第 4回) 
5 3 3 3     3 3 

土 木 大学卒 2 1 2 1 1 1   1 1 

土 木 

（通年） 

経験者 

(第 1回) 
0 0 － －     0 0 

経験者 

(第 2回) 
1 0 1 0     1 0 

経験者 

(第 3回) 
          

経験者 

(第 4回) 
1 0 1 0     1 0 

保健師 

（通年） 

経験者 

(第 1回) 
0 0 － －     0 0 

経験者 

(第 2回) 
1 0 － －     － － 

経験者 

(第 3回) 
          

経験者 

(第 4回) 
          

消 防 大学卒 46 3 29 2 9 1   6 0 

行 政 

（第１回） 
任期付 6 6 4 4     4 4 

行 政 

（第２回） 
任期付 4 4 4 4     4 4 

行 政 

（第３回） 
任期付 18 16 18 16     18 16 

保健師 任期付 1 1 1 1     1 1 

保育士 

（第 1回） 
任期付 1 1 1 1     1 1 

保育士 

（第２回） 
任期付 3 3 3 3     3 3 

合計 227 91 120 62 31 16 0 0 63 45 

職 種 
試験 
区分 

受験者数 
１次 

合格者数 
２次 

合格者数 
３次 

合格者数 
最終 

合格者数 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

計 
うち
女 

行 政 
大学卒 

(第1回) 
48 17 29 8 8 1   7 1 



大学卒 

(第2回) 
97 24 40 13 17 8   13 8 

大学卒 

(第3回) 
85 18 39 10 17 6   15 6 

高校卒 8 4 4 1 4 1   4 1 

行 政 

（通年） 

経験者 

(第1回) 
25 2 17 1 5 0   5 5 

経験者 

(第2回) 
          

行 政 

[障がい者] 

大学卒 8 2 1 0 － －   － － 

高校卒 2 0 － － － －   － － 

経験者 1 0 － － － －   － － 

土 木 

大学卒 

(第1回) 
2 1 2 1 2 1   1 1 

大学卒 

(第2回) 
3 0 1 0     1 0 

土 木 

（通年） 

経験者 

(第 1回) 
0 0 － －     － － 

経験者 

(第 2回) 
0 0 － －     － － 

経験者 

(第 3回) 
0 0 － －     － － 

経験者 

(第 4回) 
          

電 気 
大学卒 

(第1回) 
0 0 － － － －   － － 

電 気 

（通年） 

経験者 

(第1回) 
0 0 － －     － － 

経験者 

(第2回) 
0 0 － －     － － 

経験者 

(第3回) 
0 0 － －     － － 

経験者 

(第4回) 
          

栄養士 

（通年） 

経験者 

(第 1回) 
3 3 1 1     1 1 

経験者 

(第 2回) 
          

経験者 

(第 3回) 
          

経験者 

(第 4回) 
          

保育士 短大卒 3 3 2 2 － －   2 2 

消 防 
大学卒 29 2 18 1 10 1   6 1 

短大卒 13 2 9 1 5 1   2 0 



 

 (8) 退職者の状況 

退職には、以下の事由の退職があります。 

・定年退職：定年により退職する場合 

・勧奨退職：人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い、これに応じて退職

する場合 

・自己都合退職：本人の都合により退職する場合 

・その他：指導主事・育児休業代替任期付職員の退職等 

 

事由別退職者の数                     （単位：人） 

令和
６年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
５年度

令和
６年度

令和
５年度

一般行政職 3 0 0 0 30 26 7 3 40 29

うち
管理職

0 0 0 0 6 2 1 1 7 3

消防職 0 0 0 0 3 2 0 0 3 2

うち
管理職

0 0 0 0 1 0 0 0 1 0

技能労務職 1 0 0 0 1 0 0 0 2 0

うち
管理職

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 4 0 0 0 34 28 7 3 45 31

うち
管理職

0 0 0 0 7 2 1 1 8 3

定年 勧奨 自己都合 その他 計

区分

 

 

 

(9) 再任用の状況 

   再任用とは、高齢者雇用のため定年退職者を再雇用する制度です。 

なお、再任用職員には、定年前の職員と同様に勤務する常時勤務職員と、それ

よりも短時間勤務する短時間勤務職員があります。 

                                （単位：人） 

高校卒 7 0 3 0 1 0   1 0 

行 政 任期付 21 16 19 15     19 15 

行政福祉 任期付 2 1 1 1     1 1 

保健師 任期付 1 1 1 1     1 1 

保育士 任期付 5 5 5 5     5 5 

合計 363 101 192 61 69 19 0 0 84 48 



職種 
常時勤務 短時間勤務 

令和７年度 令和６年度 令和７年度 令和６年度 

一般行政職 2 1 23 32 

技能労務職 4 3 3 5 

計 6 4 26 37 

    （注）職種は再任用時の職種です。 

 

(10) 外郭団体等への管理職の再就職の状況 

   退職時に管理職であった者の外郭団体等への再就職の状況は以下のとおりです。  

（令和６年度）                         （単位：人） 

再就職先 
他の地方

公共団体 

特定地方

独立行政

法人 

外郭団体 

非営利団体 

（他の項目

に該当する

ものを除く） 

営利企業 

（他の項目

に該当する

ものを除く） 

自営業 

再就職者数 0 0 0 0 0 0 

（注）外郭団体とは、綾瀬市シルバー人材センター及び綾瀬市社会福祉協議会をいいます。 

(11) 公益的法人、営利法人等への派遣の状況 

   公益的法人、営利法人等への職員の派遣は行っていません。 

 

(11) 障がい者の任用状況（各年６月 1日現在） 

 法定雇用率 当市の障がい者雇用率 

令和６年 ２．８％ ３.３０％ 

令和５年 ２．６％ ２.９４％ 

 


